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��������������公布された教育委員会規則のあらまし

◆北海道教育庁組織規則の一部を改正する教育委員会規則（北海道教育委員会規則第４
号）
１ 趣旨
北海道教育庁の組織機構改正を行うため、この教育委員会規則を制定することとし
た。
２ 内容
�１ 文化・スポーツに関する事務・事業を知事に一元化することに伴い、生涯学習推
進局文化・スポーツ課を廃止し、文化財・博物館課を設置することとした（第２２条
及び第２４条関係）。
�２ 生涯学習推進局生涯学習課の事務として、学校支援地域本部事業及び放課後子ど
もプランの一体的な推進に関すること等を加えるとともに、同課に子ども地域支援
担当課長を設置することとした（第２３条関係）。
�３ 子ども地域支援担当課長の設置に伴い、学校教育局義務教育課地域支援担当課長
を廃止することとした（第１８条関係）。
�４ 実習船管理局を廃止し、渡島教育局に実習船管理室を設置することとした（第３４
条及び第３５条関係）。
�５ 職員の職に係る規定を整備することとした（第３６条第１項の表関係）。
�６ その他所要の規定の整備を行うこととした。
�７ 他の教育委員会規則の規定の整備を行うこととした（附則第４項から第８項まで
関係）。

３ 施行期日等
�１ この教育委員会規則は、平成２４年４月１日から施行することとした（附則第１項
関係）。
�２ 職員の発令について経過措置を設けることとした（附則第２項及び附則第３項関
係）。

◆北海道立図書館利用規則の一部を改正する教育委員会規則（北海道教育委員会規則第
５号）
１ 趣旨
北海道立図書館について、利用時間を延長することにより、利用者に対するサービ
ス向上を図るため、この教育委員会規則を制定することとした。

平成２４年３月３０日
（金曜日）

第６０６７号
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２ 内容
６月から８月までの木曜日及び金曜日の利用時間を午前９時から午後７時までとす
ることとした（第３条関係）。
３ 施行期日
この教育委員会規則は、平成２４年４月１日から施行することとした。
◆北海道立北方民族博物館利用規則等の一部を改正する教育委員会規則（北海道教育委
員会規則第６号）
１ 趣旨
北海道立博物館条例の一部が改正され、利用料金の上限額の改定及び大学等に係る
常設展示の年間利用料金の上限額について定めたこと並びに北海道立美術館条例の一
部が改正され、使用料等の額の改定及び大学等に係る常設展示の年間観覧料について
定めたことに伴い、関係教育委員会規則の所要の改正を行うとともに、合わせて規定
の整理を行うこととした。
２ 内容
�１ 年間利用料金及び年間観覧料の設定に伴う改正
ア 北海道立博物館の年間利用料金の承認手続及び還付の基準を定めるため、所要
の改正を行うこととした（第１条、第３条及び第４条関係）。
イ 北海道立美術館に大学等が年間観覧料を納める場合の手続について定めるた
め、所要の改正を行うこととした（第２条関係）。

�２ 利用料金及び使用料金の改定に伴う改正
ア 北海道立美術館の施設の利用の承認の要件について、所要の改正を行うことと
した（第２条関係）。
イ 北海道立文学館及び北海道立釧路芸術館の展示室等の利用の承認の要件につい
て、所要の改正を行うこととした（第３条及び第４条関係）。

�３ その他規定の整理を行うこととした（第１条から第４条関係）。
３ 施行期日
この教育委員会規則は、平成２４年４月１日から施行することとした。

◆北海道教育委員会の職務権限に属する事務の管理及び執行の特例に関る条例の制定に
伴う関係教育委員会規則の整備に関する教育委員会規則（北海道教育委員会規則第７
号）
１ 趣旨
北海道教育委員会の職務権限に属する事務の管理及び執行の特例に関する条例が制
定され、スポーツ（学校における体育に関することを除く。）及び文化（文化財の保
護に関することを除く。）に関する事務は、知事が管理し、及び執行することから、
関係する教育委員会規則の所要の改正を行うため、この教育委員会規則を制定するこ
ととした。
２ 内容
�１ 教育財産等の所属に関する規定から、道立総合体育センター及び道立北見体育セ
ンターを削除することとした（第１条関係）。
�２ スポーツ基本法第１０条第２項に基づく意見の申出に関する事務を教育長に委任で
きない事務とし、会議の議決事項とすることとした（第２条関係）。
�３ 次の教育委員会規則を廃止することとした（第３条関係）。
ア 北海道スポーツ表彰規則
イ 北海道文化賞規則
ウ 北海道立総合体育センター利用規則
エ 北海道立北見体育センター利用規則

３ 施行期日
この教育委員会規則は、平成２４年４月１日から施行することとした。

◆北海道学校職員の給与に関する条例附則第３５項の表第１号に規定する管理職員を定め
る教育委員会規則（北海道教育委員会規則第８号）
１ 趣旨
北海道学校職員の給与に関する条例の改正に伴い、給料の縮減に係る管理職員の区
分について教育委員会規則で定めることとされたことから、同条例附則第３５項の表第
１号に規定する教育委員会規則で定める管理職員を定めるため、この教育委員会規則
を制定することとした。
２ 内容
北海道学校職員の給与に関する条例（昭和２７年北海道条例第７８号）附則第３５項の表
第１号に規定する教育委員会規則で定める管理職員は、管理職手当に関する規則（北
海道人事委員会規則７－２６７）の規定による管理職手当に係る区分が３種の職を占め
る校長とすることとした（本則関係）。

平成２４年３月３０日（金曜日） 北海道教育委員会公報

１２

第６０６７号
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３ 施行期日
この教育委員会規則は、平成２４年４月１日から施行することとした。
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教 育 委 員 会 規 則

北海道教育庁組織規則の一部を改正する教育委員会規則をここに公布する。
平成２４年３月３０日

北海道教育委員会委員長 若 狭 洋 市
北海道教育委員会規則第４号

北海道教育庁組織規則の一部を改正する教育委員会規則
北海道教育庁組織規則（昭和４６年北海道教育委員会規則第１１号）の一部を次のように改正
する。
目次中「第２節 実習船管理局（第３５条）」を「第２節 削除」に改める。
第６条第３号中「、文化」を削り、同条第７号中「及び著作権思想の普及」を削り、同条
中第９号を削り、第１０号を第９号とする。
第１３条第１号中「及び生涯学習推進局文化・スポーツ課」を削る。
第１４条第８号中「同意を与え」を「届出を受け」に改める。
第１７条第２号中「実習船管理局」を「渡島教育局」に改める。
第１８条第１項中第１２号及び第１３号を削り、同条第２項を削る。
第２０条第１項第１号ウ中「及び生涯学習推進局文化・スポーツ課」を削る。
第２２条第２号中「文化・スポーツ課」を「文化財・博物館課」に改める。
第２３条第１項第５号中「（スポーツを除く。以下この条において同じ。）」を削り、同項第

６号ア中「、博物館」を削り、同項第７号中「、私立図書館」を「又は私立図書館」に改め、
「又は私立博物館（博物館相当施設を含む。）」を削り、同項中第８号を削り、第９号を第８
号とし、第１０号から第１７号までを１号ずつ繰り上げ、第１８号を削り、第１６号の次に次の４号
を加える。
�１７ 学校支援地域本部事業及び放課後子どもプランの一体的な推進に関すること。
�１８ 前号に定めるもののほか、市町村教育委員会が行う地域支援活動に関し、指導及び助
言を与えること。
�１９ 国語の改良に関すること。
�２０ ユネスコ活動に関すること。
第２３条第２項を次のように改める。
２ 生涯学習課担当課長は、生涯学習課の所掌事務のうち、次の事務をつかさどる。
�１ 北海道立生涯学習推進センターに関すること。
�２ 学校支援地域本部事業及び放課後子どもプランの一体的な推進に関すること。
�３ 前号に定めるもののほか、市町村教育委員会が行う地域支援活動に関し、指導及び助
言を与えること。
第２４条の見出し中「文化・スポーツ課」を「文化財・博物館課」に改め、同条第１項中「文
化・スポーツ課」を「文化財・博物館課」に改め、同項第１号中「文学、音楽、美術、演劇、
舞踊その他の芸術、生活文化及び国民娯楽並びに」を削り、同項中第２号を削り、第３号を
第２号とし、第４号を第３号とし、第５号を第４号とし、同項第６号中「文化及び」を削り、
同号ア中「美術館、文化会館その他の文化に関する教育機関並びに」を削り、同号イ中「文
化の振興及び普及並びに」を削り、同号エ中「文化の振興及び普及並びに」を削り、同号を
同項第５号とし、同項第７号中「文化の振興及び普及並びに」を削り、同号を同項第６号と
し、同項第８号中「文化の振興及び普及並びに」を削り、同号を同項第７号とし、同項第９
号中「文化の振興及び普及並びに」を削り、同号を同項第８号とし、同項中第１０号及び第１１
号を削り、第１２号を第９号とし、同項第１３号中「文化の振興及び普及並びに」を削り、同号
を同項第１０号とし、同項中第１４号から第２２号までを削り、同項第２３号中「北海道文化審議会、」
及び「及び北海道スポーツ推進審議会」を削り、同号を同項第１１号とし、同号の次に次の３
号を加える。
� 市町村立博物館の設置及び管理並びに整備に関し、指導及び助言を与えること。
� 私立博物館（博物館相当施設を含む。）の求めに応じ、専門的技術的指導又は助言を
与えること。
� 博物館の登録及び博物館相当施設の指定に関する事務を行うこと。
第２４条第１項中第２４号を同項第１５号とし、同項第２５号中「北海道立文学館」の前に「北海

道立北方民族博物館、」を加え、同号を同項第１６号とし、同項第２６号中「、北海道立総合体
育センター及び北海道立北見体育センター」を削り、同号を同項第１７号とし、同条第２項を
削る。

平成２４年３月３０日（金曜日） 北海道教育委員会公報 第６０６７号
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第３４条第２項中「並びに係及び指導班」を削り、同条第３項中「前項」を「前２項」に改
め、同項を同条第４項とし、同条第２項の次に次の１項を加える。
３ 前２項に定めるもののほか、実習船の管理及び運営に関する事務を処理させるため、渡
島教育局に実習船管理室を置き、同室に指導班を置く。
第３章第２節を次のように改める。

第２節 削除
第３５条 削除

上司の命を受け、本庁の特定
の事務を掌理する。

教育次長第３６条第１項第１号の表本庁の項中
「

」
を

「

」

上司の命を受け、本庁の特定
の事務を掌理し、所属職員を
監督する。

教育次長
に改め、同表中

「
上司の命を受け、
属する特定の事務
とともに、関係事
る。

担当課長総務政策局総
務課
総務政策局教
職員課
学校教育局義
務教育課
生涯学習推進
局生涯学習課
生涯学習推進
局文化・スポ
ーツ課

事務職員上司の命を受け、課の主管に
属する特定の事務に従事する
とともに、関係事務を整理す
る。

担当課長政策局総

政策局教
課
教育局義
育課
学習推進
涯学習課
学習推進
化・スポ
課

」

を

「
上司の命を受け、課の主管に
属する特定の事務に従事する
とともに、関係事務を整理す
る。

担当課長総務政策局総
務課
総務政策局教
職員課
生涯学習推進
局生涯学習課

」

事務職員上司の命を受け、課の主管に
属する特定の事務に従事する
とともに、関係事務を整理す
る。

担当課長

に、

「

事務上司の命を受け、博物館に関
する専門的技術事項に関する
事務をつかさどる。

主任学芸員生涯学習推進
局生涯学習課
生涯学習推進
局文化・スポ
ーツ課

事務博物館に関する専門的技術的
事項に関する事務を所掌し、
グループの事務をつかさどり、
課長を補佐する。

学芸主幹生涯学習推進
局生涯学習課
生涯学習推進
局文化・スポ
ーツ課

事務職員上司の命を受け、博物館に関
する専門的技術事項に関する
事務をつかさどる。

員

事務職員博物館に関する専門的技術的
事項に関する事務を所掌し、
グループの事務をつかさどり、
課長を補佐する。

」

事務職員上司の命を受け、博物館に関
する専門的技術事項に関する
事務をつかさどる。

主任学芸員生涯学習推進
局文化財・博
物館課

事務職員博物館に関する専門的技術的
事項に関する事務を所掌し、
グループの事務をつかさどり、
課長を補佐する。

学芸主幹生涯学習推進
局文化財・博
物館課

を

「

平成２４年３月３０日（金曜日） 北海道教育委員会公報

１４

第６０６７号

：】Ｓｅｒｖｅｒ／北海道教育委員会公報　２３年度／公報（２３年度）／２４年０３月／６０６７号（０３．３０）  2012.03.28 0



「

に、

」

技術職員

上司の命を受け、担任の看護
に関する専門的業務に当たる。主任准看護

師

教育職員局福
利課

主任看護師

上司の命を受け、担任の保健
指導に関する専門的業務に当
たる。

主任保健師

事務職員の命を受け、博物館に関
専門的技術事項に関する
をつかさどる。

事務職員館に関する専門的技術的
に関する事務を所掌し、
ープの事務をつかさどり、
を補佐する。

」

技術職員

上司の命を受け、担任の看護
に関する専門的業務に当たる。

主任看護師

教育職員局福
利課

上司の命を受け、担任の保健
指導に関する専門的業務に当
たる。

主任保健師

に、

」

を

「技術職員

受け、担任の看護
門的業務に当たる。

受け、担任の保健
る専門的業務に当

事務職員上司の命を受け、文化財の保
存及び活用に関する専門的事
項に関する事務に従事する。

文化財保護
主事

生涯学習推進
局文化・スポ
ーツ課

事務職員上司の命を受け、博物館に関
する専門的技術的事項に関す
る事務に従事する。

学芸員生涯学習推進
局生涯学習課
生涯学習推進
局文化・スポ
ーツ課

事務職員上司の命を受け、社会教育を
行う者に専門的技術的な助言
と指導を与える。

社会教育主
事

学校教育局
学校教育局義
務教育課
学校教育局健
康・体育課
生涯学習推進
局生涯学習課
生涯学習推進
局文化・スポ
ーツ課

」

を

「

生涯学習推進
局文化財・博
物館課

生涯学習推進
局文化財・博
物館課

学校教育局
学校教育局義
務教育課
学校教育局健
康・体育課
生涯学習推進
局生涯学習課

「

技術職員

任の看護
に当たる。

任の保健
業務に当

」

に、

事務職員上司の命を受け、文化財の保
存及び活用に関する専門的事
項に関する事務に従事する。

文化財保護
主事

生涯学習推進
局文化財・博
物館課

事務職員上司の命を受け、博物館に関
する専門的技術的事項に関す
る事務に従事する。

学芸員生涯学習推進
局文化財・博
物館課

事務職員上司の命を受け、社会教育を
行う者に専門的技術的な助言
と指導を与える。

社会教育主
事

学校教育局
学校教育局義
務教育課
学校教育局健
康・体育課
生涯学習推進
局生涯学習課

」

に、

「

准看

教育職員局福
利課

看護

保健

を

「

「

看護師

教育職員局福
利課

保健師

を

」

技術職員

上司の命を受け、看護師又は
准看護師の業務に当たる。准看護師

教育職員局福
利課

看護師

上司の命を受け、保健師の業
務に当たる。

保健師
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技術職員

上司の命を受け、看護師の業
務に当たる。

看護師

教育職員局福
利課

上司の命を受け、保健師の業
務に当たる。

保健師

」

に改め、同項第２号中「教育局」の次に「（渡

教育局」の次に「（渡島教育局を除く。）」を加え、同項第３号の表を次のように改める。
�３ 渡島教育局

上司の命を受け、実習船の機操機長

上司の命を受け、実習船の営
繕に関する業務をつかさどる。

工作長

上司の命を受け、実習船の操
舵に関する業務をつかさどる。

操舵長

上司の命を受け、実習船の漁
獲物の冷凍に関する業務をつ
かさどる。

冷凍長

上司の命を受け、実習船の甲
板における業務をつかさどる。

甲板長

上司の命を受け、実習船の通
信に関する業務をつかさどる。

二等船舶通
信士

上司の命を受け、実習船にお
ける各部門の調整に関する業
務をつかさどる。

船務班長

上司の命を受け、実習船の通
信に関する業務を掌理する。

通信長

上司の命を受け、実習船の機
関に関する業務をつかさどる。

一等機関士

二等機関士
三等機関士

上司の命を受け、実習船の機
関に関する業務を掌理する。

機関長

上司の命を受け、実習船の航
海に関する事務をつかさどる。

一等航海士

二等航海士
三等航海士

船長を補佐し、実習船の船務
を処理する。

実習管理監

技術職員上司の命を受け、実習船の船
務を掌理する。

船長

指導主事上司の命を受け、局の所掌事
務のうち指定事項に関する調
査、企画、調整等の事務をつ
かさどる。

義務教育指
導監

上司の命を受け、特定の企画
等に関する事務を処理する。

専門幹

上司の命を受け、特命の企画
等に関する事務を処理する。

専門参事

上司の命を受け、特命の事務
を処理する。

副参与

局長を補佐し、局務を整理す
る。

次長

上司の命を受け、特命事項を
処理する。

参与

事務職員上司の命を受け、局務を掌理
し、所属職員を監督する。

局長局

職を占める
べき職員職務職員の職

職の置かれる
組織
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上司の命を受け、特定の調査
等に関する事務を処理する。

調査員

事務職員上司の命を受け、室の分掌事
務のうち担任の事務をつかさ
どる。

主査室

指導主事上司の命を受け、指導班の事
務をつかさどる。

指導班主査実習船管理室

事務職員上司の命を受け、室務をつか
さどる。

室長室

技術職員上司の命を受け、技術に従事
する。

技師

事務職員上司の命を受け、事務に従事
する。

主事課

事務職員上司の命を受け、社会教育を
行う者に専門的技術的な助言
と指導を与える。

社会教育主
事

指導主事上司の命を受け、学校におけ
る教育課程、学習指導その他
学校教育に関する専門的事項
の指導に関する事務に従事す
る。

指導主事教育支援課

事務職員上司の命を受け、事務を処理
する。

主任

技術職員上司の命を受け、担任の業務
に従事する。

業務主任

上司の命を受け、事務を処理
するとともに、内部における
指導的業務に従事する。

指導主任

上司の命を受け、特定の調査
等に関する事務を処理する。

調査員

上司の命を受け、課の分掌事
務のうち担任の事務をつかさ
どる。

主査

事務職員上司の命を受け、係の事務を
つかさどる。

係長課

事務職員（社
会教育主事）
指導主事

上司の命を受け、指導班の事
務をつかさどる。

指導班主査教育支援課

事務職員
指導主事

上司の命を受け、課の事務を
つかさどる。

課長課

上司の命を受け、実習船の厨
房に関する業務に従事する。

司厨員

上司の命を受け、実習船の機
関に関する業務に従事する。

機関員

事務職員、技
術職員又はこ
れら以外の職
員

上司の命を受け、実習船の甲
板における業務に従事する。

甲板員

上司の命を受け、実習船の機
関に関する業務を処理する。

機関主任

上司の命を受け、実習船の航
海に関する業務を処理する。

航海主任

上司の命を受け、実習船の厨
房に関する業務をつかさどる。

司厨長

関操作に関する業務をつかさ
どる。
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事務職員上司の命を受け、事務に従事
する。

主事室

指導主事上司の命を受け、高等学校の
水産教育における乗船実習に
関する専門的事項の指導に関
する事務に従事する。

指導主事実習船管理室

上司の命を受け、事務を処理
する。

主任

上司の命を受け、事務を処理
するとともに、内部における
指導的業務に従事する。

指導主任

附 則
１ この教育委員会規則は、平成２４年４月１日から施行する。
２ この教育委員会規則の施行の日の前日において現に次の表の左欄に掲げる本庁及び出先
機関の職員である者は、別に発令をされない限り、同一の勤務条件をもって当該右欄に掲
げる本庁及び出先機関の相当の職員となるものとする。

渡島教育局実習船管理局

生涯学習推進局文化財・博物館課文化
財調査グループ

生涯学習推進局文化・スポーツ課文化
財調査グループ

生涯学習推進局文化財・博物館課文化
財保護グループ

生涯学習推進局文化・スポーツ課文化
財保護グループ

生涯学習推進局文化財・博物館課釧路
芸術館グループ

生涯学習推進局文化・スポーツ課釧路
芸術館グループ

生涯学習推進局文化財・博物館課文学
館グループ

生涯学習推進局文化・スポーツ課文学
館グループ

生涯学習推進局文化財・博物館課北方
民族博物館グループ

生涯学習推進局生涯学習課北方民族博
物館グループ

生涯学習推進局生涯学習課子ども地域
支援グループ

学校教育局義務教育課地域支援グルー
プ

３ この教育委員会規則の施行の日の前日において現に次の表の左欄に掲げる職にある者で
あって、別に発令をされないものは、引き続き当該右欄の職を命ぜられるものとする。

渡島教育局実習船管理室乗船実習指導
班指導主事

実習船管理局指導室指導主事

渡島教育局実習船管理室乗船実習指導
班主査

実習船管理局指導室長
渡島教育局実習船管理室主査実習船管理局主査

４ 教育財産規則（昭和４７年北海道教育委員会規則第１１号）の一部を次のように改正する。
第３条中「、実習船管理局」を削る。
別表中２の２の項を削る。

５ 文化財保護審議会規則（昭和５１年北海道教育委員会規則第１１号）の一部を次のように改
正する。
第５条中「生涯学習推進局文化・スポーツ課」を「生涯学習推進局文化財・博物館課」
に改める。
６ 北海道教育委員会公印規則（昭和６１年北海道教育委員会規則第２６号）の一部を次のよう
に改正する。

「
北海道教育委
員会の印

総務政策局総務
課長委 教 北

６０ミリメートル
平方

実習船管理局長

３０ミリメートル
平方

各教育局長

総務政策局総務
課長

北 海 道

教 育

委 員 会

実習船管理局長

４５ミリメートル
平方

各教育局長

総務政策局総務
課長

総務政策局総務
課長

６０ミリメートル
平方
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別表中 を

総務政策局教職
員課長

３０ミリメートル
平方

公立学校職員
履歴証明書用

北 海 道
教 育 委 員 会

教育職員免許状
授与証明書用

北 海 道
教 育 委 員 会

総務政策局総務
課長

３０ミリメートル
平方

委 教 北

員 海

会 育 道

４５ミリメートル
平方

６０ミリメートル
平方

実習船管理局長

３０ミリメートル
平方

各教育局長

総務政策局総務
課長

委 員 会

」

に、

総務政策局教職
員課長

３０ミリメートル平
方

北海道教育委
員会の印

公立学校職員
履歴証明書用

北 海 道
教 育 委 員 会

教育職員免許状
授与証明書用

北 海 道
教 育 委 員 会

総務政策局総務
課長

３０ミリメートル
平方

委 教 北

員 海

会 育 道

４５ミリメートル
平方

６０ミリメートル
平方

各教育局長

３０ミリメートル
平方

総務政策局総務
課長

北 海 道

教 育

委 員 会

各教育局長

４５ミリメートル
平方

総務政策局総務
課長

総務政策局総務
課長

６０ミリメートル
平方

」

「

「

２５ミ
平方

北海道教育委
員会委員長職
務代理者の印

２５ミ
平方

北海道教育委
員会教育長の
印

２５ミ
平方

北海道教育委
員会委員長職
務代理者の印

２５ミ
平方

北海道教育委
員会委員長の
印

実習船管理局長

２５ミリメートル
平方

北海道教育委
員会委員長職
務代理者の印

北 海 道
教育委員会
委 員 長
職務代理者

各教育局長

総務政策局総務
課長

実習船管理局長

２５ミリメートル
平方

北海道教育委
員会委員長の
印

北 海 道

教育委員会

委 員 長
各教育局長

総務政策局総務
課長

を

「

２５ミリメートル
平方

北海道教育委
員会委員長職
務代理者の印

２５ミリメートル
平方

北海道教育委
員会委員長の
印
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実習船管理局長

２５ミリメートル
平方

北海道教育委
員会教育長職
務代理者の印

北 海 道
教育委員会
教 育 長
職務代理者

各教育局長

総務政策局総務
課長

実習船管理局長

２５ミリメートル
平方

北海道教育委
員会教育長の
印

北 海 道

教育委員会

教 育 長
各教育局長

総務政策局総務
課長

実習船管理局長

２５ミリメートル
平方
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総務政策局総務
課長

」

に改め、北海道教育庁実習船管理局

長の印の項を削る。
７ 北海道教育委員会の権限に属する事務の委任等に関する教育委員会規則（平成元年北海
道教育委員会規則第２号）の一部を次のように改正する。
第３条第１項第６号ウ中「及び実習船管理局長」を削る。

８ 北海道立生涯学習推進センター管理規則（平成３年北海道教育委員会規則第２１号）の一
部を次のように改正する。
第５条の表所の部調査員の項の次に次のように加える。

上司の命を受け、事務に従事する。主事
上司の命を受け、事務を処理する。主任

北海道立図書館利用規則の一部を改正する教育委員会規則をここに公布する。
平成２４年３月３０日

北海道教育委員会委員長 若 狭 洋 市
北海道教育委員会規則第５号

北海道立図書館利用規則の一部を改正する教育委員会規則
北海道立図書館利用規則（昭和５３年北海道教育委員会規則第５号）の一部を次のように改
正する。
第３条第１項に次のただし書を加える。
ただし、６月から８月までの木曜日及び金曜日にあっては、午前９時から午後７時までと
する。

附 則

平成２４年３月３０日（金曜日） 北海道教育委員会公報
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この教育委員会規則は平成２４年４月１日から施行する。

北海道立北方民族博物館利用規則等の一部を改正する教育委員会規則をここに公布する。
平成２４年３月３０日

北海道教育委員会委員長 若 狭 洋 市
北海道教育委員会規則第６号

北海道立北方民族博物館利用規則等の一部を改正する教育委員会規則
（北海道立北方民族博物館利用規則の一部改正）
第１条 北海道立北方民族博物館利用規則（平成２年教育委員会規則第８号）の一部を次の
ように改正する。
第６条中「第１２条第３項」を「第１２条第４項」に改め、「規定により利用料金」の次に
「又は年間利用料金」を、「受けようとするときは、」の次に「それぞれ」を、「（別記第１
号様式）」の次に「又は北海道立北方民族博物館年間利用料金承認申請書（別記第１号様
式の２）」を加える。
第７条中「第１２条第５項」を「第１２条第６項」に改め、「（以下「利用料金」という。）」

の次に「又は同条第２項に規定する年間利用料金」を加え、「又は」を「若しくは」に改
める。
第８条中「第１２条第６項」を「第１２条第７項」に、同条第１号コ中「第１５条」を「第５
条の３」に改める。
第１３条中「（以下「利用料金」という。）」の次に「又は同条第２項に規定する年間利用

料金」を、「（以下「観覧料」という。）」の次に「又は条例第１８条第２項の規定により読み
替えられた条例第１２条第２項の年間観覧料」を加える。
別記第１号様式中「第１２条第３項」を「第１２条第４項」に改める。
別記第１号様式の次に次の様式を加える。
別記第１号様式の２（第６条関係）

北海道立北方民族博物館年間利用料金承認申請書

平成 年 月 日

北海道教育委員会 様

指定管理者名

所在地

代表者 �

北海道立博物館条例第１２条第４項の規定により、年間利用料金の額を次のとおり
定めたいので申請します。

記

年間利用料金の額年間利用料金の種類

備考 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４版縦型とする。
（北海道立美術館利用規則の一部改正）
第２条 北海道立美術館利用規則（平成４年教育委員会規則第１０号）の一部を次のように改
正する。
第７条の２の次に次の１条を加える。

平成２４年３月３０日（金曜日） 北海道教育委員会公報 第６０６７号
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（年間観覧料）
第７条の３ 大学等（大学その他北海道立美術館条例施行規則第３条各号に規定する学校
をいう。）が美術館の年間観覧料を納める場合は、あらかじめ、年間観覧料承認申請書
（別記第１号様式）を館長に提出し、その承認を受けなければならない。
２ 館長は、年間観覧を承認するときは、申請者に対し、年間観覧承認書（別記第２号様
式）を交付しなければならない。
第８条第１項第１１号中「第１５条」を「第５条の３」に改め、同条第３項中「別記第１号
様式」を「別記第３号様式」に改める。
第９条第１項中「別記第２号様式」を「別記第４号様式」に改め、同条第２項中「別記
第３号様式」を「別記第５号様式」に改める。
第１０条第１項第３号中「１，８９０円」を「１，９８０円」に改め、同号に次のただし書を加える。
ただし、教育長が特に必要と認めるときは、この限りではない。
第１４条第２項中「別記第４号様式」を「別記第６号様式」に改め、同条第３項中「別記
第５号様式」を「別記第７号様式」に改める。
別記第５号様式を別記第７号様式とし、別記第２号様式から別記第４号様式までを２様
式ずつ繰り下げる。
別記第１号様式中「第８条第２項」を「第８条第３項」に改め、同様式を別記第３号様
式とする。
別記第３号様式の前に次の２様式を加える。
別記第１号様式（第７条の３関係）

年 間 観 覧 承 認 申 請 書

平成 年 月 日

北海道立 美術館長 様

申請者 学校名
代表者職氏名

次により、北海道立 美術館の年間観覧をしたいので、北海道立美術館利
用規則第７条の３第１項の規定により、申請します。

記

備 考

円
年間観覧料

人学 生 数

学 校 種 別

学 校 名

備考
１ 「道立」の次に美術館の名称を加える。
２ 学校種別には、大学、短期大学、高等専門学校、専修学校等と記載する。
３ 用紙の大きさは、日本工業規格 A 列４版縦型とする。
別記第２号様式（第６条の２関係）

年 間 観 覧 承 認 書

平成２４年３月３０日（金曜日） 北海道教育委員会公報
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平成 年 月 日

（申請者） 様

北海道立 美術館長 �

平成 年 月 日申請の北海道立 美術館の年間観覧を、次により承
認します。

記

留意事項
北海道立美術館利用規則を守ること。

平成 年 月 から
月間

平成 年 月 まで
期 間

学 校 名

備考
１ 「道立」の次に美術館の名称を加える。
２ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４版縦型とする。
（北海道立文学館利用規則の一部改正）
第３条 北海道立文学館利用規則（平成６年教育委員会規則第２２号）の一部を次のように改
正する。
第６条中「第１２条第３項」を「第１２条第４項」に改め、「規定により利用料金」の次に
「又は年間利用料金」を、「受けようとするときは、」の次に「それぞれ」を、「（別記第１
号様式）」の次に「又は北海道立文学館年間利用料金承認申請書（別記第１号様式の２）」
を加える。
第７条中「第１２条第５項」を「第１２条第６項」に改め、「（以下「利用料金」という。）」
の次に「又は「同条第２項に規定する年間利用料金」を加え、「全部又は一部」を「全部
若しくは一部」に改める。
第８条中「第１２条第６項」を「第１２条第７項」に改め、同条第１号サ中「第１５条」を「第
５条の３」に改める。
第９条中「２，６４０円」を「３，４３０円」に改め、同条に次のただし書きを加える。
ただし、教育長が特に必要と認めるときは、この限りではない。
第１６条中「（以下「利用料金」という。）」の次に「又は同条第２項に規定する年間利用
料金」を加え、「（以下「観覧料」という。）又は」を「（以下「観覧料」という。）、」に改
め、「（以下「使用料」という。）」の次に「又は条例第１８条第２項の規定により読み替えら
れた条例第１２条第２項の年間観覧料」を加える。
別記第１号様式中「第１２条第３項」を「第１２条第４項」に改める。
別記第１号様式の次に次の様式を加える。
別記第１号様式の２（第６条関係）

北海道立文学館年間利用料金承認申請書

平成 年 月 日

北海道教育委員会 様

指定管理者名

所在地

代表者 �

平成２４年３月３０日（金曜日） 北海道教育委員会公報 第６０６７号
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北海道立博物館条例第１２条第４項の規定により、年間利用料金の額を次のとおり
定めたいので申請します。

記

年間利用料金の額年間利用料金の種類

備考 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４版縦型とする。
（北海道立釧路芸術館利用規則の一部改正）
第４条 北海道立釧路芸術館利用規則（平成１０年教育委員会規則第９号）の一部を次のよう
に改正する。
第６条中「第１２条第３項」を「第１２条第４項」に改め、「規定により利用料金」の次に
「又は年間利用料金」を、「受けようとするときは、」の次に「それぞれ」を、「（別記第１
号様式）」の次に「又は北海道立釧路芸術館年間利用料金承認申請書（別記第１号様式の
２）」を加える。
第７条中「第１２条第５項」を「第１２条第６項」に改め、「（以下「利用料金」という。）」

の次に「又は「同条第２項に規定する年間利用料金」を加え、「全部又は一部」を「全部
若しくは一部」に改める。
第８条中「第１２条第６項」を「第１２条第７項」に、同条第１号サ中「第１５条」を「第５
条の３」に改める。
第９条中「２，６４０円」を「３，４３０円」に改める。
第１６条中「（以下「利用料金」という。）」の次に「又は同条第２項に規定する年間利用
料金」を加え、「（以下「観覧料」という。）又は」を「（以下「観覧料」という。）、」に改
め、「（以下「使用料」という。）」の次に「又は条例第１８条第２項の規定により読み替えら
れた条例第１２条第２項の年間観覧料」を加える。
別記第１号様式中「第１２条第３項」を「第１２条第４項」に改める。
別記第１号様式の次に次の様式を加える。
別記第１号様式の２（第６条関係）

北海道立釧路芸術館年間利用料金承認申請書

平成 年 月 日

北海道教育委員会 様

指定管理者名

所在地

代表者 �

北海道立博物館条例第１２条第４項の規定により、年間利用料金の額を次のとおり
定めたいので申請します。

記

年間利用料金の額年間利用料金の種類

平成２４年３月３０日（金曜日） 北海道教育委員会公報
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備考 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４版縦型とする。
附 則

この教育委員会規則は、平成２４年４月１日から施行する。

北海道教育委員会の職務権限に属する事務の管理及び執行の特例に関する条例の制定に伴
う関係教育委員会規則の整備に関する教育委員会規則をここに公布する。
平成２４年３月３０日

北海道教育委員会委員長 若 狭 洋 市
北海道教育委員会規則第７号

北海道教育委員会の職務権限に属する事務の管理及び執行の特例に関する条例の制定
に伴う関係教育委員会規則の整備に関する教育委員会規則

（教育財産規則の一部改正）
第１条 教育財産規則（昭和４７年北海道教育委員会規則第１１号）の一部を次のように改正す
る。
別表１の項及び３の項中「、道立埋蔵文化財センター、道立総合体育センター及び道立
北見体育センター」を「及び道立埋蔵文化財センター」に改める。
（北海道教育委員会の権限に属する事務の委任等に関する教育委員会規則の一部改正）
第２条 北海道教育委員会の権限に属する事務の委任等に関する教育委員会規則（平成元年
北海道教育委員会規則第２号）の一部を次のように改正する。
第２条中第３５号を第３６号とし、第３４号の次に次の１号を加える。
� スポーツ基本法（平成２３年法律第７８号）第１０条第２項の規定に基づく意見の申出に
関すること。
第３条第１項に次の１号を加える。
� スポーツ基本法第１０条第２項の規定に基づく意見の申出に関すること。
（北海道スポーツ表彰規則等の廃止）
第３条 次に掲げる教育委員会規則は、廃止する。
�１ 北海道スポーツ表彰規則（昭和３８年北海道教育委員会規則第６号）
�２ 北海道文化賞規則（昭和４９年北海道教育委員会規則第１４号）
�３ 北海道立総合体育センター利用規則（昭和５５年北海道教育委員会規則第１６号）
�４ 北海道立北見体育センター利用規則（昭和５７年北海道教育委員会規則第４号）
附 則

この教育委員会規則は、平成２４年４月１日から施行する。

北海道学校職員の給与に関する条例附則第３５項の表第１号に規定する管理職員を定める教
育委員会規則をここに公布する。
平成２４年３月３０日

北海道教育委員会委員長 若 狭 洋 市
北海道教育委員会規則第８号

北海道学校職員の給与に関する条例附則第３５項の表第１号に規定する管理職員を定め
る教育委員会規則

北海道学校職員の給与に関する条例（昭和２７年北海道条例第７８号）附則第３５項の表第１号
に規定する教育委員会規則で定める管理職員は、管理職手当に関する規則（北海道人事委員
会規則７－２６７）の規定による管理職手当に係る区分が３種の職を占める校長とする。

附 則
この教育委員会規則は、平成２４年４月１日から施行する。

共 同 訓 令

北 海 道
北海道教育委員会訓令第１号
北海道警察本部

庁 中 一 般
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部 局
機構改正に伴う関係訓令の整備に関する訓令を次のように定める。
平成２４年３月３０日

北 海 道 知 事 高 橋 はるみ
北海道教育委員会委員長 若 狭 洋 市
北 海 道 警 察 本 部 長 園 田 一 裕

機構改正に伴う関係訓令の整備に関する訓令
（北海道青少年健全育成推進本部設置規程の一部改正）
第１条 北海道青少年健全育成推進本部設置規程（昭和４０年北海道・北海道教育委員会・北
海道警察本部訓令第１号）の一部を次のように改正する。
第８条中「環境生活部くらし安全局くらし安全推進課」を「環境生活部くらし安全局道
民生活課」に改める。
（北海道交通安全総合対策本部設置規程の一部改正）
第２条 北海道交通安全総合対策本部設置規程（昭和４３年北海道・北海道教育委員会・北海
道警察本部訓令第１号）の一部を次のように改正する。
第７条中「環境生活部くらし安全局くらし安全推進課」を「環境生活部くらし安全局道
民生活課」に改める。
（北海道男女平等参画推進本部設置規程の一部改正）
第３条 北海道男女平等参画推進本部設置規程（平成７年北海道・北海道教育委員会・北海
道警察本部訓令第３号）の一部を次のように改正する。
第７条中「環境生活部くらし安全局くらし安全推進課」を「環境生活部くらし安全局道
民生活課」に改める。
（北海道人権施策推進本部設置規程の一部改正）
第４条 北海道人権施策推進本部設置規程（平成１６年北海道・北海道教育委員会・北海道警
察本部訓令第１号）の一部を次のように改正する。
第７条中「環境生活部くらし安全局くらし安全推進課」を「環境生活部くらし安全局道
民生活課」に改める。
（北海道経済・雇用対策推進本部設置規程の一部改正）
第５条 北海道経済・雇用対策推進本部設置規程（平成１５年北海道・北海道教育委員会・北
海道警察本部訓令第１号）の一部を次のように改正する。
第６条第２項中「観光振興監」の次に「、食産業振興監」を加える。

別表中 観 光 振 興 監
「

」
を
「

食 産 業 振 興 監
観 光 振 興 監

」
に改める。

附 則
この訓令は、平成２４年４月１日から施行する。

告 示

北海道教育委員会告示第２０号
北海道が平成２４年度において補助金等を交付する事務又は事業、補助対象経費、補助率等
を次のとおり定める。
平成２４年３月３０日

北海道教育委員会委員長 若 狭 洋 市

１ 交付申請書
及び実績報告
書の様式並び
にこれらに添
付すべき関係
書類の各様式
については、
昭和４９年北海
道告示第８０２
号で定める様
式を使用する
こと。
なお、同告

提出部
数
１部
提出期
限
別に指
示する日
提出先
北海道
教育庁生
涯学習推
進局生涯
学習課又

共通第
２号様式
（大会等
の開催そ
の他これ
に類する
事業等に
あっては
、共通第
３号様式
）
共通第

２９号様式

共通第
２号様式
（大会等
の開催そ
の他これ
に類する
事業等に
あっては
、共通第
３号様式
）
共通第

１４号様式

２分の
１以内の
定額で、
１事業当
たり１０万
円以上（
市町村等
にあって
は５０万円
以上）と
し、２００万
円（教育
長が特に

次に掲げる事業
に要する経費のう
ち、賃金、報償費
、旅費、需用費、
役務費、委託料、
使用料及び賃借料
１ 生涯学習活動
促進事業
�１ 学習や社会
参加への意識
を高め、自ら
啓発に努める
社会教育活動

社会教育
及び文化財
保護の関係
団体（グル
ープ、サー
クル、クラ
ブ、実行委
員会等を含
む。）、教職
員で構成す
る教育研究
団体、教育
研究サーク

生涯学習推
進事業（生涯
学習振興奨励
費補助金）
生涯学習推
進の観点に立
って、社会教
育及び文化財
保護並びに地
域の教育研究
の充実振興を
図るため、予
算の範囲内で

摘要

交付申請
書の提出
部数、提
出期限及
び提出先

実績報告
書に添付
すべき関
係書類

交付申請
書に添付
すべき関
係書類

補助率等補助対象経費補助対象者

補助金等を交
付する事務又
は事業の名称
及びその目的
又は趣旨

平成２４年３月３０日（金曜日） 北海道教育委員会公報

２６

第６０６７号

：】Ｓｅｒｖｅｒ／北海道教育委員会公報　２３年度／公報（２３年度）／２４年０３月／６０６７号（０３．３０）  2012.03.28 0



１ 交付申請書
及び実績報告
書の様式並び
にこれらに添
付すべき関係
書類の各様式

提出部
数
１部
提出期
限
別に指

教育第
１９号様式
（通学費
に係る補
助を受け
た者）

教育第
１６号様式
教育第

２２号様式
別に指
示する様

定額１ 通学費（定期
乗車券購入経費
に限る。）
２ 下宿費（下宿
にあっては部屋
代、間借りにあ

通学費等
負担者

高等学校生
徒遠距離通学
費等補助事業
（高等学校生
徒遠距離通学
費等補助金）

交付申請書及
び実績報告書の
様式並びにこれ
らに添付すべき
関係書類の各様
式については、
昭和４９年北海道
告示第８０２号及
び第８１６号で定
める様式を使用
すること。
なお、同告示
の様式中宛先に
「北海道知事（
氏名）」とある
のは、「北海道
教育委員会教育
長（氏 名）」と
書き換えて使用
すること。

提出部
数
１部
提出期
限
別に指
示する日
提出先
北海道
教育庁生
涯学習推
進局生涯
学習課

教育第
１０号様式
教育第

１２号様式

教育第
１０号様式
教育第

１１号様式
別に指
示する様
式

定額（
１２万円。
ただし、
補助対象
経費の実
支出額が
１２万円に
満たない
場合は、
その額と
する。）

北海道・アルバ
ータ州高校生交換
留学促進事業に参
加するために必要
な経費のうち、参
加生徒の新千歳空
港とカナダ・エド
モントン空港又は
カルガリー空港と
の間の往復交通費

参加生徒
の保護者

外国語教育
推進事業（北
海道・アルバ
ータ州高校生
交換留学促進
事業費）
北海道・ア
ルバータ州高
校生交換留学
促進事業に参
加する生徒の
保護者に対し
、その活動を
奨励するため
、予算の範囲
内で補助する
。

示の様式中宛
先に「北海道
知事（氏名）」
とあるのは、
「北海道教育
委員会教育長
（氏名）」又は
「北海道教育
庁○○教育局
長（氏名）」（
提出先が教育
局である場合
に限る。）と
書き換えて使
用すること。
２ 書類は、市
町村若しくは
教育局管内単
位の組織を有
する社会教育
団体等又は全
道的規模に満
たない教育研
究団体等にあ
っては教育局
長に、市町村
規模に満たな
い社会教育団
体等にあって
は市町村教育
委員会を経由
し教育局長に
、提出するこ
と。
ただし、全
国及び全道的
組織を有する
社会教育団体
等及び全道的
組織を有する
教育研究団体
等にあっては
、北海道教育
庁生涯学習推
進局生涯学習
課に提出する
こと。

は管轄の
教育局

共通第
３１号様式

共通第
１８号様式
共通第

２０号様式
共通第

３２号様式
（申請者
が市町村
である場
合は必要
としない
。）
役員名
簿
規約又
は活動目
的が記載
された書
類
別に指
示する様
式

必要と認
める事業
にあって
は教育長
が必要と
認める額
）を限度
とする。

の促進に関す
る事業であっ
て、次に掲げ
る事業
ア 生涯学習
奨励事業
イ 社会参加
活動促進事
業

�２ 文化財を生
かしたまちづ
くりを目指し
、地域の文化
財活動の促進
に関する事業
（文化財の保
存・保護の奨
励事業）

２ 教育研究活動
促進事業
教職員の資質
の向上や指導方
法の改善・充実
を図り、地域の
実情に応じた教
育研究活動を促
進する事業（教
育研究の振興事
業）

ル、教育研
究所等並び
に市町村

補助する。
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交付申請書及
び実績報告書の
様式並びにこれ
らに添付すべき
関係書類の各様
式については、
昭和４９年北海道
告示第８０２号及
び第８１６号で定
める様式を使用
すること。
なお、同告示
の様式中宛先に
「北海道知事（
氏名）」とある
のは、「北海道
教育委員会教育
長（氏 名）」と
書き換えて使用
すること。

提出部
数
１部
提出期
限
別に指
示する日
提出先
北海道
教育庁学
校教育局
義務教育
課

１ 被災
幼児就
園支援
事業
共通
第２９号
様式
共通
第３１号
様式
教育
第２６号
様式
別に
指示す
る様式
２ 被災
児童生
徒就学
援助事
業
共通
第２９号
様式
共通
第３１号
様式
教育
第２７号
様式
教育
第２８号
様式
別に
指示す
る様式
３ 被災
児童生
徒等特
別支援
教育就
学奨励
事業
共通
第２９号
様式
共通
第３１号
様式

１ 被災
幼児就
園支援
事業
共通
第１４号
様式
共通
第１８号
様式
共通
第２０号
様式
教育
第２６号
様式
別に
指示す
る様式
２ 被災
児童生
徒就学
援助事
業
共通
第１４号
様式
共通
第１８号
様式
共通
第２０号
様式
教育
第２７号
様式
教育
第２８号
様式
別に
指示す
る様式
３ 被災
児童生
徒等特
別支援
教育就
学奨励
事業

１０分の
１０以内（
千円未満
を切り捨
てた額）
で、次の
額を限度
とする。
１ 被災
幼児就
園支援
事業
年度
ごとに
文部科
学省が
定める
幼稚園
就園奨
励費補
助金の
補助単
価額（
国庫補
助限度
額）と
する。
２ 被災
児童生
徒就学
援助事
業
要保
護児童
生徒援
助費補
助金の
各事業
におけ
る一人
当たり
の単価
を踏ま
え文部
科学省
が決定
する額
とする
。

１ 被災幼児就園
支援事業
入園料と保育
料の合計額を軽
減する幼稚園就
園奨励事業に係
る所要経費
２ 被災児童生徒
就学援助事業
学用品等、学
校給食費又はこ
れに代わる現物
給付に係る経費
、医療費
３ 被災児童生徒
等特別支援教育
就学奨励事業
特別支援学校
等への就学に必
要な経費を軽減
する特別支援教
育就学奨励事業
に係る所要経費

市町村被災児童生
徒就学支援等
臨時特例交付
金事業
東日本大震
災により被災
した幼児児童
生徒に対し
て、必要な援
助を行った市
町村の負担を
支援すること
により、就学
機会の確保に
資することを
目的とする。
１ 被災幼児
就園支援事
業
２ 被災児童
生徒就学援
助事業
３ 被災児童
生徒等特別
支援教育就
学奨励事業

については、
昭和４９年北海
道告示第８１６
号で定める様
式を使用する
こと。
なお、同告
示の様式中宛
先に「北海道
教育委員会教
育長」とある
のは、公立高
等学校の生徒
にあっては、
「北海道教育
庁○○教育局
長」と書き換
えて使用する
こと。
２ 書類は、生
徒が修学する
高等学校の校
長を経由する
こと。

示する日
提出先
公立高
等学校の
生徒
管轄の
教育局
私立高
等学校の
生徒
北海道
教育庁新
しい高校
づくり推
進室

教育第
２０号様式
（下宿費
に係る補
助を受け
た者）
別に指
示する様
式

式っては光熱水費
及び管理費等を
除く部屋代に限
る。）

道立高等学
校の募集停止
に伴い遠距離
通学等となる
場合において
、保護者の経
済的負担を軽
減し、生徒の
修学の機会を
確保すること
を目的に予算
の範囲内で補
助する。
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教育
第２９号
様式
教育
第３０号
様式
別に
指示す
る様式

共通
第１４号
様式
共通
第１８号
様式
共通
第２０号
様式
教育
第２９号
様式
教育
第３０号
様式
別に
指示す
る様式

３ 被災
児童生
徒等特
別支援
教育就
学奨励
事業
特別
支援教
育就学
奨励費
補助金
の各事
業にお
ける一
人当た
りの単
価を踏
まえ文
部科学
省が決
定する
額とす
る。

北海道教育委員会告示第２１号
平成２５年度の北海道立高等学校の入学者選抜学力検査日は、平成２５年３月５日（火曜日）
とする。
平成２４年３月３０日

北海道教育委員会委員長 若 狭 洋 市

北海道教育委員会告示第２２号
平成２５年度の北海道立中等教育学校の入学者選考検査日は、平成２５年１月１２日（土曜日）
とする。
平成２４年３月３０日

北海道教育委員会委員長 若 狭 洋 市

北海道教育委員会告示第２３号
学校教育法施行令（昭和２８年政令第３４０号）第２５条第１号の規定に基づく次の市町村立の
小学校及び中学校の廃止の届出を、受理した。
平成２４年３月３０日

北海道教育委員会委員長 若 狭 洋 市

川北中学校への統合による廃止平成２４年３月３１日標津町立古多糠中学校
標 津 町 標津中学校への統合による廃止平成２４年３月３１日標津町立薫別中学校

太田中学校への統合による廃止平成２４年３月３１日厚岸町立片無去中学校厚 岸 町
平取中学校への統合による廃止平成２４年３月３１日平取町立貫気別中学校平 取 町

新 設 す る 由 仁 中 学 校
へ の 統 合 に よ る 廃 止平成２４年３月３１日由仁町立三川中学校

由 仁 町 平成２４年３月３１日由仁町立由仁中学校
川北小学校への統合による廃止平成２４年３月３１日標津町立古多糠小学校

標 津 町 標津小学校への統合による廃止平成２４年３月３１日標津町立薫別小学校
太田小学校への統合による廃止平成２４年３月３１日厚岸町立片無去小学校厚 岸 町
瀬棚小学校への統合による廃止平成２４年３月３１日せたな町立島歌小学校

せたな町 久遠小学校への統合による廃止平成２４年３月３１日せたな町立平田内小学校
豊浦小学校への統合による廃止平成２４年３月３１日豊浦町立大和小学校豊 浦 町
三川小学校への統合による廃止平成２４年３月３１日由仁町立川端小学校由 仁 町

廃止の理由廃止の時期名 称設置者

北海道教育委員会告示第２４号
学校教育法施行令（昭和２８年政令第３４０号）第２５条第３号の規定に基づく次の市町村立の
小学校及び中学校の位置変更の届出を、受理した。
平成２４年３月３０日

北海道教育委員会委員長 若 狭 洋 市
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旧北海道美幌高
等学校校舎の転
用に伴う移転

網走郡美幌
町 字 稲 美
１３０番地の
５

網走郡美幌
町字東３条
南５丁目１
番地及び東
４条南５丁
目１番地

平成２４年４月１日美幌町立
美幌中学校

美幌町

新校舎の設置に
伴う移転

古平郡古平
町大字浜町
３７０番地

古平郡古平
町大字浜町
９３２番地

平成２４年４月１日古平町立
古平小学校

古平町

旧由仁町立三川
中学校校舎の転
用に伴う移転

夕張郡由仁
町 本 三 川
４８４番地

夕張郡由仁
町三川泉町
１７８番地

平成２４年４月１日由仁町立
三川小学校

由仁町
変更の理由変更後の位置変更前の位置変更の時期名 称設置者

北海道教育委員会告示第２５号
学校教育法施行令（昭和２８年政令第３４０号）第２５条第１号の規定に基づく次の市町村立の
中学校の設置の届出を、受理した。
平成２４年３月３０日

北海道教育委員会委員長 若 狭 洋 市

由仁中学校及び三
川中学校の統合に
伴う新設

平成２４年４月１日由仁町新光５０
番地の１

由仁町立由仁中学校由仁町
設置の理由設置の時期位 置名 称設置者

通知・通達・照会

教 生 第１７１１号
平成２４年３月３０日

各 教 育 局 長 様
各市町村教育委員会教育長

北海道教育委員会教育長

生涯学習振興奨励費補助金交付要綱の一部改正について（通知）
生涯学習振興奨励費補助金交付要綱（平成１３年３月３０日教育長決定）の一部を別記のとお
り改正し、平成２４年４月１日から適用することとしましたので、事務処理を適切に行うよう
にしてください。

（生涯学習推進局生涯学習課企画・施設グループ）

別記

生涯学習振興奨励費補助金交付要綱の一部を改正する要綱
（平成２４年３月１３日教育長決定）

生涯学習振興奨励費補助金交付要綱（平成１３年３月３０日教育長決定）の一部を次のように
改正する。
第２中「、文化・芸術及びスポーツ」を「及び文化財保護」に改める。
第４の表中「、文化・芸術及びスポーツ」を「及び文化財保護」に改める。
別表１を次のように改める。
別表１

生 涯 学 習 活 動 促 進 事 業

指導者の研修及び養成
生涯学習奨励事業学習や社会参加

への意識を高め、
社会教育研究・研修大会の開催

事 業 の 内 容補助対象事業名振興の重点区
分
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上記以外で特に教育長又は教育局長が必要と認める事業

文化財の保存・保護の
奨励事業

文化財を生かし
たまちづくりを目
指し、地域の文化
財活動を促進す
る。

文
化
財
保
護
の
振
興

文化財保護思想の普及活動の奨励
文化財愛護ボランティア活動の育成
指定無形民俗文化財の保存

生涯学習を促進するための指導者の
活用と実践活動の奨励

社会参加活動促進事業

自ら啓発に努める
社会教育活動を促
進する。

社
会
教
育
の
振
興

団体活動の促進

地域の教育力向上のための事業の奨
励

視聴覚教育の振興
生涯学習の交流事業の促進
生涯学習実践グループの育成

附 則
この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。

平成２４年３月３０日（金曜日） 北海道教育委員会公報 第６０６７号

３１

：】Ｓｅｒｖｅｒ／北海道教育委員会公報　２３年度／公報（２３年度）／２４年０３月／６０６７号（０３．３０）  2012.03.28 0



平成２４年３月３０日（金曜日） 北海道教育委員会公報

３２

第６０６７号

毎月２回発行
（購読料は、１年度分１１，７６０円（送料込み）。ただし、５月以降配布するものについては、その年度分は月割計算とする。）

発 行 北海道教育委員会
印 刷 株式会社日光印刷

：】Ｓｅｒｖｅｒ／北海道教育委員会公報　２３年度／公報（２３年度）／２４年０３月／６０６７号（０３．３０）  2012.03.28 0


